
復興交付金事業計画　復興交付金事業等

平成24年3月9日 設置の有無： 平成25年11月時点
（単位：千円）

うち、特定市町
村又は特定都
道県以外の者
が負担する額を
減じた額

(42,600) (42,600) (33,000) (9,600)

0

＜42,600＞ ＜42,600＞ ＜33,000＞ ＜0＞ ＜9,600＞ ＜0＞ ＜0＞

(455,500) (455,500) (167,700) (287,800)

1,512,370 1,512,370 1,512,370

＜1,967,870＞ ＜1,967,870＞ ＜0＞ ＜167,700＞ ＜287,800＞ ＜1,512,370＞ ＜0＞

(20,000) (20,000) (20,000)

0 0

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜0＞ ＜20,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(48,300) (48,300) (48,300)

0 0

＜48,300＞ ＜48,300＞ ＜0＞ ＜48,300＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(59,249) (59,249) (59,249)

0 0

＜59,249＞ ＜59,249＞ ＜0＞ ＜59,249＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(91,100) (91,100) (91,100)

302,474 302,474 302,474

＜393,574＞ ＜393,574＞ ＜0＞ ＜91,100＞ ＜302,474＞ ＜0＞ ＜0＞

(59,200) (59,200) (59,200)

21,800 21,800 21,800

＜81,000＞ ＜81,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜81,000＞ ＜0＞ ＜0＞

(72,000) (72,000) (62,400) (9,600)

0

＜72,000＞ ＜72,000＞ ＜0＞ ＜62,400＞ ＜9,600＞ ＜0＞ ＜0＞

(151,210) (151,210) (151,210)

0

＜151,210＞ ＜151,210＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜151,210＞ ＜0＞ ＜0＞

(146,370) (146,370) (146,370)

0

＜146,370＞ ＜146,370＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜146,370＞ ＜0＞ ＜0＞

(12,000) (12,000) (12,000)

282,100 282,100 282,100

＜294,100＞ ＜294,100＞ ＜0＞ ＜12,000＞ ＜282,100＞ ＜0＞ ＜0＞

(93,000) (93,000) (11,000) (82,000)

0

＜93,000＞ ＜93,000＞ ＜0＞ ＜11,000＞ ＜82,000＞ ＜0＞ ＜0＞

(112,000) (112,000) (12,000) (100,000)

0

＜112,000＞ ＜112,000＞ ＜0＞ ＜12,000＞ ＜100,000＞ ＜0＞ ＜0＞

(20,000) (20,000) (20,000)

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜20,000＞ ＜0＞ ＜0＞

(200,000) (200,000) (200,000)

＜200,000＞ ＜200,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜200,000＞ ＜0＞ ＜0＞

有

2615 ◆ C - 2 - 1 - 1 藤沼湖下流域整備関連事業
須賀川市
長沼地区

市 須賀川市 直接 318,000 25 ～

26

14 D - 2 - 1 市道１５０４号線外整備事業
須賀川市

八幡町地区
市 須賀川市 直接 150,000 25 ～ 27

13 C - 2 - 3
農山漁村活性化プロジェクト支援（復興対
策）事業

須賀川市
長沼地区

（コテージ外）
市 須賀川市 直接 112,000 24 ～

～ 26

12 C - 2 - 2
農山漁村活性化プロジェクト支援（復興対
策）事業

須賀川市
長沼地区

（ふるさと体験館）
市 須賀川市 直接 93,000 24 ～ 26

- 4 - 2 須賀川市災害公営住宅整備事業
須賀川市
南町地区

市 須賀川市 直接 146,370 24 ～ 27

11 C - 2 - 1
農山漁村活性化プロジェクト支援（復興対
策）事業

須賀川市
長沼地区

（やまゆり荘）
市 須賀川市 直接 294,100 24

9 D - 4 - 1 須賀川市災害公営住宅整備事業
須賀川市
東町地区

市 須賀川市 直接 596,596 24 ～ 27

須賀川市

8 D - 14 - 1 - 須賀川市造成宅地滑動崩落緊急対策事業
須賀川市
岩渕地区

市 須賀川市 直接 72,000 24 ～ 25

10 D

20 -

16 -

16 -

16 -

1 -

2 -

16 - 28

須賀川市市街地整備事業（市街地再開発事
業）

須賀川市
八幡町地区

市 須賀川市

★

◆

事業番号
（注１）

D

D

D

D

C

 F

D

-

-

-

-

-

-

-

1

1

1

1

1

1

1

-

6 1 市街地復興効果促進事業 須賀川市域 市 須賀川市 直接 393,574 24 ～ 25

7 3 （仮称）市民交流センター整備事業
須賀川市
中町地区

市 須賀川市 直接 422,600 25 ～

-

-

4 2
須賀川市市街地整備事業基本構想等作成
委託事業

須賀川市
八幡町地区

市 須賀川市 直接 48,300 24 ～ 24

5
農山村漁村地域復興基盤総合整備事業（復
興基盤総合整備事業）

須賀川市
長沼地区

市 須賀川市 直接 59,249 24 ～ 24

-◆

（様式１－２）

直接 1,961,870 24 ～ 27

No.
事業名
（注２）

地区名
施設名

事業
実施
主体

直接／間接 備　考（注６）

各年度の交付対象事業費

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

基金設置の時期：

交付
団体

1 須賀川市復興まちづくり事業計画策定事業 須賀川市域 市 須賀川市 直接

全体事業
期間

（注５）

23 ～ 2542,600

2

総交付対象
事業費
（注３）

全体事業費
（注４）

3 1 大黒池埋立調査設計委託事業
須賀川市

八幡山地区
市 須賀川市 直接 20,000 24 ～ 24◆



うち、特定市町
村又は特定都
道県以外の者
が負担する額を
減じた額

事業番号
（注１）

No.
事業名
（注２）

地区名
施設名

事業
実施
主体

直接／間接 備　考（注６）

各年度の交付対象事業費

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

交付
団体

全体事業
期間

（注５）

総交付対象
事業費
（注３）

全体事業費
（注４）

(9,000) (9,000) (9,000)

＜9,000＞ ＜9,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜9,000＞ ＜0＞ ＜0＞

(530,000) (530,000) (530,000)

＜530,000＞ ＜530,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜530,000＞ ＜0＞ ＜0＞

(0)

79,650 79,650 79,650

＜79,650＞ ＜79,650＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜79,650＞ ＜0＞ ＜0＞

(0)

192,350 192,350 192,350

＜192,350＞ ＜192,350＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜192,350＞ ＜0＞ ＜0＞

(0)

68,500 68,500 68,500

＜68,500＞ ＜68,500＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜68,500＞ ＜0＞ ＜0＞

(2,121,529) (2,121,529) (33,000) (483,749) (1,604,780) (0) (0)

2,459,244 2,459,244 0 0 946,874 1,512,370 0

＜4,580,773＞ ＜4,580,773＞ ＜33,000＞ ＜483,749＞ ＜2,551,654＞ ＜1,512,370＞ ＜0＞

(2,121,529) (2,121,529) (33,000) (483,749) (1,604,780) (0) (0)

2,459,244 2,459,244 0 0 946,874 1,512,370 0

＜4,580,773＞ ＜4,580,773＞ ＜33,000＞ ＜483,749＞ ＜2,551,654＞ ＜1,512,370＞ ＜0＞

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(1,172,929) (1,172,929) (33,000) (324,349) (815,580) (0) (0)

2,134,970 2,134,970 0 0 622,600 1,512,370 0

＜3,307,899＞ ＜3,307,899＞ ＜33,000＞ ＜324,349＞ ＜1,438,180＞ ＜1,512,370＞ ＜0＞

(857,500) (857,500) (0) (68,300) (789,200) (0) (0)

21,800 21,800 0 0 21,800 0 0

＜879,300＞ ＜879,300＞ ＜0＞ ＜68,300＞ ＜811,000＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県

須賀川市

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「総交付対象事業費」は、「交付期間」を通じての全ての事業費を記載する。

（注４）「全体事業費」は、「全体事業期間」を通じての全ての事業費を記載する。

（注５）「全体事業期間」は、平成28年度以降に実施することが見込まれる事業については、平成28年度以降も含めて記載をする。

（注６）年度間調整又は事業間流用を行った場合には、「備考」に年度間調整又は事業間流用を行った旨、その時期及び額を記載する。なお事業間流用を行う場合には、流用する（流用される）事業名も合わせて記載する。

（注７）担当者氏名等は県及び市町村の担当者を並べて記載する。

（注８）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注９）各年度の交付対象事業費（中段）のうち、様式１－４で提出された年度の値が配分（申請）に係る交付対象事業費となる。

27

20 D - 4 - 5 須賀川市災害公営住宅整備事業
須賀川市

山寺北地区
市 須賀川市 直接 68,500 25 ～ 27

19 D - 4 - 4 須賀川市災害公営住宅整備事業
須賀川市

弘法坦地区
市 須賀川市 直接 192,350 25 ～

27

18 D - 4 - 3 須賀川市災害公営住宅整備事業
須賀川市
馬町地区

市 須賀川市 直接 79,650 25 ～ 27

17 ◆ D - 16 - 1 - 4
大黒池整備事業（大黒池の埋立及び防災広
場整備事業）

須賀川市
八幡山地区

市 須賀川市 直接 990,000 25 ～

16 C - 9 - 1
木質バイオマス施設等緊急整備事業（北町
集会所整備事業）

須賀川市
長沼地区

市 須賀川市 直接 45,000 25 ～ 26

　　　　

合　　 計

（ う ち 市 町 村 交 付 分 ）

（ う ち 県 交 付 分 ）

（ う ち 基 幹 事 業 ）

（ う ち 効 果 促 進 事 業 等 ）

主任　斎藤　慶太

kikaku@city.sukagawa.fukushima.jp

担当者氏名

市町村名 メールアドレス

都道県名 担当部局名

電話番号

企画財政部企画財政課

0248-88-9111



平成２５年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

282,100 282,100 211,575

＜282,100＞ ＜282,100＞ ＜211,575＞

(82,000) (82,000) (61,500)

0 0 0

＜82,000＞ ＜82,000＞ ＜61,500＞

(100,000) (100,000) (75,000)

0 0 0

＜100,000＞ ＜100,000＞ ＜75,000＞

(200,000) (200,000) (160,000)

0 0 0

＜200,000＞ ＜200,000＞ ＜160,000＞

(9,000) (9,000) (6,750)

0 0 0

＜9,000＞ ＜9,000＞ ＜6,750＞

(391,000) (391,000) (303,250) (0) (0)

282,100 282,100 211,575 0 0

＜673,100＞ ＜673,100＞ ＜514,825＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

須賀川市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 0248-88-9111 kikaku@city.sukagawa.fukushima.jp

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課 主任　斎藤　慶太

16   C  -   9

 市  須賀川市  直接13   C

 須賀川市  直接  1   
 木質バイオマス施設等緊急整備事業（北町集会
所整備事業）

 須賀川市
長沼地区

 市

15  ◆  C  -   2  -   1  -   1  藤沼湖下流域整備関連事業
 須賀川市
長沼地区

 市  須賀川市

 -

 直接 4/5

1/2

 -   2  -   3  

 

 須賀川市  直接 1/2  農山漁村活性化プロジェクト支援（復興対策）事業
 須賀川市
長沼地区

（やまゆり荘）
 市

 直接 1/2  農山漁村活性化プロジェクト支援（復興対策）事業

 須賀川市
長沼地区

（ふるさと体験
館）

 市  須賀川市

1/2  農山漁村活性化プロジェクト支援（復興対策）事業
 須賀川市
長沼地区

（コテージ外）

12   C  -   2  -   2

  1  11   C  -   2  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

須賀川市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成25年11月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成２５年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(9,600) (9,600) (7,200)

0 0 0

＜9,600＞ ＜9,600＞ ＜7,200＞

(287,800) (287,800) (201,460)

0 0 0

＜287,800＞ ＜287,800＞ ＜201,460＞

(0) (0) (0)

302,474 302,474 241,979

＜302,474＞ ＜302,474＞ ＜241,979＞

(59,200) (59,200) (47,360)

21,800 21,800 17,440

＜81,000＞ ＜81,000＞ ＜64,800＞

(9,600) (9,600) (7,200)

0 0

＜9,600＞ ＜9,600＞ ＜7,200＞

(151,210) (151,210) (132,308)

0 0 0

＜151,210＞ ＜151,210＞ ＜132,308＞

(146,370) (146,370) (128,073)

0 0

＜146,370＞ ＜146,370＞ ＜128,073＞

(20,000) (20,000) (15,500)

0 0 0

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜15,500＞

(530,000) (530,000) (424,000)

0 0 0

＜530,000＞ ＜530,000＞ ＜424,000＞

(0) (0) (0)

79,650 79,650 69,693

＜79,650＞ ＜79,650＞ ＜69,693＞

(0) (0) (0)

192,350 192,350 168,306

＜192,350＞ ＜192,350＞ ＜168,306＞

 市  須賀川市  直接19   D  -   4  -   4  

 

 須賀川市  直接 4/5  4
 大黒池整備事業（大黒池の埋立及び防災広場整
備事業）

 須賀川市
八幡山地区

 市

 直接 3/4  須賀川市災害公営住宅整備事業
 須賀川市
馬町地区

 市  須賀川市

3/4  須賀川市災害公営住宅整備事業
 須賀川市

弘法坦地区

  3

  1  -17  ◆  D  -  16  -

 D  -   4  -

18   D  -   4  -

 市道１５０４号線外整備事業
 須賀川市

八幡町地区
 市  須賀川市  直接 5/9

3/4

14   D  -   2  -   1   

  須賀川市災害公営住宅整備事業
 須賀川市
南町地区

 市  須賀川市  直接10  

8   D  -  14

  須賀川市災害公営住宅整備事業
 須賀川市
東町地区

 市

 市  須賀川市  直接6  ★  F

  2  

 

 須賀川市  直接

9   D  -   4  -   1

  1  -   須賀川市造成宅地滑動崩落緊急対策事業
 須賀川市
岩渕地区

 市

7  ◆  D  -  16  -   1  -   3  （仮称）市民交流センター整備事業
 須賀川市
中町地区

 市  須賀川市

 -

 直接 3/4

 直接 4/5

1/2

 須賀川市

 -   2  -   1  -

 

 須賀川市  直接 1/2  須賀川市復興まちづくり事業計画策定事業  須賀川市域  市

 直接 2/5  須賀川市市街地整備事業（市街地再開発事業）
 須賀川市

八幡町地区
 市  須賀川市

4/5  1  市街地復興効果促進事業  須賀川市域

2   D  -  16  -   1

  1  1   D  -  20  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

須賀川市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成25年11月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成２５年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

須賀川市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成25年11月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(0) (0) (0)

68,500 68,500 59,937

＜68,500＞ ＜68,500＞ ＜59,937＞

(1,213,780) (1,213,780) (963,101) (0) (0)

664,774 664,774 557,355 0 0

＜1,878,554＞ ＜1,878,554＞ ＜1,520,456＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

須賀川市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 0248-88-9111 kikaku@city.sukagawa.fukushima.jp

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政部企画財政課 主任　斎藤　慶太

20   D  -   4  -   5    須賀川市災害公営住宅整備事業
 須賀川市

山寺北地区
 市  須賀川市  直接 3/4



平成２６年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

1,512,370 1,512,370 1,058,659

＜1,512,370＞ ＜1,512,370＞ ＜1,058,659＞

(0) (0) (0) (0) (0)

1,512,370 1,512,370 1,058,659 0 0

＜1,512,370＞ ＜1,512,370＞ ＜1,058,659＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名

須賀川市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

須賀川市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成25年11月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

      

  1  2   D  -  16  -

     

 

 須賀川市  直接 2/5  須賀川市市街地整備事業（市街地再開発事業）
 須賀川市

八幡町地区
 市

      

   

    

 

 

 

 

        

     

 

  

      

          

    

主任　斎藤　慶太

市町村名 電話番号 0248-88-9111 kikaku@city.sukagawa.fukushima.jp

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政部企画財政課


